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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 55,828 52,078 114,194

経常利益 （百万円） 4,326 3,807 9,395

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,862 2,570 5,639

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,172 2,069 7,245

純資産額 （百万円） 51,102 54,741 53,340

総資産額 （百万円） 116,449 114,145 115,890

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 77.71 69.69 153.06

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 77.44 69.48 152.50

自己資本比率 （％） 44.3 48.5 46.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 5,175 2,138 12,897

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,270 △2,158 △4,220

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △3,117 46 △8,695

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 15,930 16,122 16,125

 

回次
第77期

第２四半期
連結会計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 52.02 42.92

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、公共投資が総じて堅調に推移しているものの、消費税率引き

上げに伴う駆け込み需要の反動や物価上昇に伴う実質所得低下の影響などから、個人消費が落ち込むとともに、鉱

工業生産も減少に転じるなど弱めの動きが続きました。

住宅産業におきましては、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動が顕在化しており、新設住宅着工戸数

（季節調整済・年率換算値）は平成25年12月の105.5万戸をピークに減少が続き、平成26年５月以降は80万戸台で

推移しました。

これに伴い、当社グループの主力製品である窯業系外装材の当第２四半期累計期間における業界全体の国内販売

数量についても、前年同期に比し4.2％（JIS規格の改正に伴い平成21年度よりJIS規格対象外となった12mm厚製品

を含む従来基準）の減少となりました。

このような環境の下、当社グループは、前期に引き続き安定した製品供給を基盤として市場への積極的な拡販を

図るとともに、米国における増産や販路開拓を始めとした海外事業の拡大に注力するほか、耐震性・省エネ性・環

境負荷軽減等の高付加価値の住宅性能に対するニーズへの対応などに取り組みました。

この結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の連結業績は次のとおりとなりました。

（金額単位：百万円）

 
前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間

増減

 金額 率（％）

売上高 55,828 52,078 △3,750 △6.7

営業利益 4,350 3,507 △843 △19.4

経常利益 4,326 3,807 △518 △12.0

四半期純利益 2,862 2,570 △292 △10.2

 

売上高につきましては、主力の国内窯業系外装材事業及び金属系外装材事業が消費税率引き上げに伴う駆け込み

需要の反動減により販売数量を減少させたことから減収となるなど、全体の売上高は520億78百万円と前年同期比

37億50百万円（6.7％）の減収となりました。

損益につきましては、国内窯業系外装材・金属系外装材の減収に伴う減益があった一方で、海外の窯業系外装材

事業における損益改善や国内事業の合理化などにより一部をカバーし、営業利益は35億７百万円と前年同期比８億

43百万円（19.4％）の減益となりました。また、経常利益は為替差損益の改善等に伴い38億７百万円となり、前年

同期比５億18百万円（12.0％）と減益幅が縮小しております。

四半期純利益につきましては、25億70百万円と前年同期比２億92百万円（10.2％）の減益となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

外装材事業

売上面では、前記のとおり、国内窯業系外装材・金属系外装材においていずれも減収となったことなどから、売

上高は473億29百万円と前年同期比37億68百万円（7.4％）の減収となりました。

また、損益面では、前記のとおり、国内窯業系外装材・金属系外装材が減収に伴い減益となった一方で、米国子

会社の欠損縮小などにより一部をカバーし、セグメント利益（営業利益）は43億51百万円と前年同期比７億29百万

円（14.4％）の減益となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比し

３百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には161億22百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は21億38百万円と前年同期比30億36百万円の減少となりました。これは、主に、償

却前利益（税金等調整前四半期純利益＋減価償却費）で61億26百万円を計上したほか、売上債権が12億53百万円減

少するなど資金の増加要因があった一方で、仕入債務が13億４百万円減少、たな卸資産が７億28百万円増加するな

ど資金の減少要因があったほか、法人税等の支払額が23億74百万円あったこと等によるものであります。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は21億58百万円と前年同期比１億11百万円の減少となりました。これは、主に、有

形固定資産の取得による支出が21億44百万円あったことなどによるものであります。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は46百万円（前年同期は31億17百万円の使用）となりました。これは、主に、長短

借入金を８億16百万円増加させた一方で、配当金の支払額が６億81百万円、リース債務の返済による支出が87百万

円あったことなどによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億20百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。

 

(6) 財政状態及び資金の流動性の状況

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は以下のとおりであります。

前連結会計年度末に比し純資産が14億円増加し、総資産が17億45百万円減少した結果、自己資本比率は48.5％と

1.9ポイントの増加となりました。

増減の主なものは、流動資産では商品及び製品が６億19百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が12億78百

万円、繰延税金資産が２億57百万円それぞれ減少したことなどにより、流動資産全体で９億53百万円減少しており

ます。また、固定資産では無形固定資産が１億16百万円増加した一方で、有形固定資産が９億89百万円減少したこ

となどにより、固定資産全体で７億92百万円減少しております。

流動負債では未払法人税等が15億５百万円、支払手形及び買掛金が13億72百万円それぞれ減少するなど全体で35

億75百万円減少しておりますが、固定負債が４億28百万円増加しているため、負債合計は31億46百万円減少してお

ります。

当社グループの資金状況については、「(2)キャッシュ・フローの状況」の項に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
　第２四半期会計期間末
　現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

　上場金融商品取引所名
　又は登録認可金融商品
　取引業協会名

内容

　普通株式 37,324,264 37,324,264

　東京証券取引所

　（市場第一部）

　名古屋証券取引所

　（市場第一部）

　単元株式数

　100株

計 37,324,264 37,324,264 ― ―

（注）「提出日現在発行数」には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 決議年月日 　　　　　　　　平成26年７月31日

新株予約権の数（個） 245（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,500（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1（注）３

新株予約権の行使期間 自　平成26年８月28日　至　平成61年８月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　911

　資本組入額　456
 

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式数は100株であります。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割又は株式併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を

勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

EDINET提出書類

ニチハ株式会社(E02415)

四半期報告書

 5/19



３．各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的たる株式の数を

乗じた金額とする。

４．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から当該

権利行使開始日より10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できる。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限る。）は

新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヵ月を経過する日までの間に限り新株予約権を行使することがで

きる。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約書にて定めるものとする。

５．組織再編を実施する際の取扱い

組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた場

合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

　　合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

②吸収分割

　　吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

③新設分割

　　新設分割により設立する株式会社

④株式交換

　　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

　　株式移転により設立する株式会社

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 37,324 － 8,136 － 11,122
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,366 9.02

大手町建物株式会社 東京都港区西新橋一丁目15番１号 2,617 7.01

住友林業株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 2,572 6.89

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)
50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT,UK　
2,312 6.20

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,602 4.29

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,597 4.28

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,542 4.13

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.

LONDON

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND
1,282 3.44

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 1,039 2.79

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.
965 2.59

計 ─ 18,898 50.63

 
（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち

信託業務に係る株式数はそれぞれ3,366千株、1,542千株であります。

２．野村證券株式会社から平成26年10月７日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成26年９月30日現在で

以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における

実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 7 0.02

NOMURA INTERNATIONAL

PLC

1 ANGEL LANE, LONDON EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM
39 0.11

野村アセットマネジメン

ト株式会社
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 1,413 3.79
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 417,500 － ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　36,863,200 368,632 ―

単元未満株式 普通株式　　　43,564 － ―

発行済株式総数 37,324,264 － ―

総株主の議決権 － 368,632 ―

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,300株（議決権の数23

個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ニチハ株式会社
名古屋市港区汐止

町12番地
417,500 - 417,500 1.12

計 ― 417,500 - 417,500 1.12

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ニチハ株式会社(E02415)

四半期報告書

 9/19



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,202 16,199

受取手形及び売掛金 26,878 25,599

商品及び製品 10,853 11,472

仕掛品 1,912 2,050

原材料及び貯蔵品 3,048 2,878

繰延税金資産 1,788 1,531

その他 883 869

貸倒引当金 △48 △36

流動資産合計 61,518 60,565

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,355 14,687

機械装置及び運搬具（純額） 10,465 9,829

工具、器具及び備品（純額） 521 578

土地 20,663 20,643

リース資産（純額） 215 185

建設仮勘定 266 574

有形固定資産合計 47,488 46,498

無形固定資産   

リース資産 62 62

ソフトウエア 222 280

その他 291 349

無形固定資産合計 575 692

投資その他の資産   

投資有価証券 4,256 4,516

繰延税金資産 411 289

その他 1,664 1,607

貸倒引当金 △25 △25

投資その他の資産合計 6,308 6,388

固定資産合計 54,372 53,579

資産合計 115,890 114,145
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,059 13,687

短期借入金 8,244 8,428

リース債務 143 114

未払法人税等 2,388 883

賞与引当金 1,436 1,386

役員賞与引当金 122 －

製品保証引当金 1,745 1,591

その他 8,812 8,286

流動負債合計 37,953 34,377

固定負債   

長期借入金 21,509 22,130

リース債務 160 156

繰延税金負債 849 848

退職給付に係る負債 966 995

役員退職慰労引当金 172 158

製品保証引当金 634 487

事業整理損失引当金 106 93

その他 196 156

固定負債合計 24,596 25,025

負債合計 62,549 59,403

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,136 8,136

資本剰余金 10,925 10,925

利益剰余金 34,514 36,396

自己株式 △438 △382

株主資本合計 53,138 55,075

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,209 1,378

為替換算調整勘定 5 △701

退職給付に係る調整累計額 △386 △359

その他の包括利益累計額合計 827 318

新株予約権 104 68

少数株主持分 △729 △721

純資産合計 53,340 54,741

負債純資産合計 115,890 114,145
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 55,828 52,078

売上原価 35,851 33,516

売上総利益 19,976 18,561

販売費及び一般管理費 ※１ 15,626 ※１ 15,054

営業利益 4,350 3,507

営業外収益   

受取利息 5 1

受取配当金 42 44

為替差益 64 220

受取保険金 1 136

その他 112 109

営業外収益合計 225 513

営業外費用   

支払利息 227 178

その他 23 34

営業外費用合計 250 212

経常利益 4,326 3,807

特別利益   

固定資産売却益 11 10

投資有価証券売却益 1 －

保険差益 － 68

特別利益合計 13 79

特別損失   

固定資産売却損 3 1

固定資産除却損 50 48

固定資産圧縮損 － 31

減損損失 － 10

特別損失合計 54 92

税金等調整前四半期純利益 4,284 3,794

法人税、住民税及び事業税 1,641 939

法人税等調整額 △183 272

法人税等合計 1,457 1,212

少数株主損益調整前四半期純利益 2,827 2,581

少数株主利益又は少数株主損失（△） △35 11

四半期純利益 2,862 2,570

少数株主利益又は少数株主損失（△） △35 11

少数株主損益調整前四半期純利益 2,827 2,581

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 253 169

為替換算調整勘定 1,091 △708

退職給付に係る調整額 － 27

その他の包括利益合計 1,344 △512

四半期包括利益 4,172 2,069

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,203 2,060

少数株主に係る四半期包括利益 △31 8
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,284 3,794

減価償却費 2,408 2,331

減損損失 － 10

負ののれん償却額 △7 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） 144 △301

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 25

受取利息及び受取配当金 △47 △46

支払利息 227 178

為替差損益（△は益） △79 △219

固定資産除却損 50 48

売上債権の増減額（△は増加） △1,425 1,253

たな卸資産の増減額（△は増加） 631 △728

仕入債務の増減額（△は減少） 846 △1,304

その他 △107 △401

小計 6,936 4,641

利息及び配当金の受取額 53 50

利息の支払額 △241 △179

法人税等の支払額 △1,575 △2,374

法人税等の還付額 1 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,175 2,138

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,346 △2,144

有形固定資産の売却による収入 110 38

無形固定資産の取得による支出 △59 △98

投資有価証券の売却による収入 1 －

その他 23 45

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,270 △2,158

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 80

長期借入れによる収入 1,800 4,700

長期借入金の返済による支出 △4,256 △3,963

リース債務の返済による支出 △106 △87

配当金の支払額 △552 △681

その他 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,117 46

現金及び現金同等物に係る換算差額 56 △29

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △155 △3

現金及び現金同等物の期首残高 16,085 16,125

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 15,930 ※１ 16,122
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

これに伴う当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金及び当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

運賃及び荷造費 6,598百万円 6,448百万円

給料手当及び福利費 3,390 3,442

賞与引当金繰入額 505 482

退職給付費用 122 114

減価償却費 233 231

試験研究費 846 916

製品保証引当金繰入額 728 411

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 16,007百万円 16,199百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △77 △77

現金及び現金同等物 15,930 16,122
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 552百万円 15円 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月12日

取締役会
普通株式 460百万円 12.5円 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 681百万円 18.5円 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月12日

取締役会
普通株式 461百万円 12.5円 平成26年９月30日 平成26年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
及び包括利益
計算書計上額
（注３）

 外装材事業

売上高      

外部顧客への売上高 50,549 5,279 55,828 － 55,828

セグメント間の内部売上高

又は振替高
548 776 1,325 △1,325 －

計 51,097 6,055 57,153 △1,325 55,828

セグメント利益 5,081 285 5,366 △1,016 4,350
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＦＰ事業、繊維板事業、

工事事業、その他事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△10億37百万円及びその

他の調整額21百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務

部門等管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
及び包括利益
計算書計上額
（注３）

 外装材事業

売上高      

外部顧客への売上高 46,773 5,304 52,078 － 52,078

セグメント間の内部売上高

又は振替高
555 763 1,318 △1,318 －

計 47,329 6,067 53,396 △1,318 52,078

セグメント利益 4,351 124 4,476 △969 3,507
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＦＰ事業、繊維板事業、

工事事業、その他事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△９億93百万円及びその

他の調整額24百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務

部門等管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 77円71銭 69円69銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,862 2,570

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,862 2,570

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,838 36,880

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 77円44銭 69円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 130 112

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

(1) 中間配当

平成26年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①中間配当による配当金の総額　　　　　　　　461百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　12円50銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成26年12月３日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。

 

(2) 訴訟

当社は、当第２四半期連結会計期間末現在において、国及び当社を含む石綿含有建材製造企業40数社を被告と

して、いずれも建設作業などに従事してアスベスト関連疾患に罹患したとする者など合計734名の原告から、国

に対しては国家賠償法に定める国家賠償責任に基づき、石綿含有建材製造企業に対しては民法に定める不法行為

責任又は製造物責任法に定める製造物責任に基づき、合計24訴訟で総額246億円の損害賠償を求める訴訟（建設

アスベスト損害賠償請求訴訟）の提起を受けております。

当社といたしましては、原告らからの請求に対し、今後も法廷の場において適切に対応していく所存です。

　なお、現時点において、当社の業績に与える影響は不明です。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

ニチハ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岡野　英生　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 加藤　浩幸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチハ株式会社

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチハ株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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